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１．取引適正化の取組み

■活動① 「自主行動計画」の実行
・部工会「自主行動計画」に基づく会員企業での活動継続による取引適正化の改善・定着。

■活動② 「有事の価格転嫁」の活動
・資源価格等の高騰により、特に中小企業が厳しい状況にある。「取引適正化」について

有事の対応が必要と捉え、「仕入先様に対して襟を正す」活動に加え、サプライチェーン全体

で取組むために「自工会と共に考える活動」を立ち上げ。

＜経産省・中企庁＞
❶下請法・振興基準改正

ガイドライン提示

＜部工会＞
❷自主行動計画改訂

＜部工会・経産省＞
❸フォローアップ調査

＆
❹フィードバック活動の柱

・「襟を正す」
・「自工会と共に考える」

活動①

＜公取・中企庁＞
転嫁円滑化施策パッケージに基づく「自主点検要請」

毎年の改訂（目的：リマインド・強化）

活動②

総務委員会傘下にタスクフォースを設置し推進

【活動の全体像】
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◆課題認識
政府が取り組んでいる「新しい資本主義の実現」にむけた成長と分配の好循環を生み出すため
の民間企業による賃上げのための環境整備では、原材料価格やエネルギー価格、労務費等
コスト上昇の適切な価格転嫁、コスト上昇による負担のサプライチェーン全体での適切な分
配が課題となっている。

◆日本自動車部品工業会としての取り組み
日本自動車部品工業会としては、自動車業界のサプライチェーンの中流に位置する団体である
ことを強く認識し、2022年9月に「取引適正化タスクフォース」を発足させ、先ずは自らが発注側
の立場で適正取引を実現するべく、「襟を正す」活動の取り組みをスタートさせて、仕入先に
対する「能動的取組み」、更にそれを後押しする「社内での取組み」事例を発信をした。
また、2022年10月の「取引適正化」と付加価値向上」に向けた自主行動計画の改定で、
会員企業の更なる取組を要請すると共に、受発注両面で関係する他団体や経産省等と
更なる連携強化に努める。
各種費用のこれまでにない大幅な上昇により、過去の価格交渉の内容や方法では対処しきれ
ない状況に置かれている会員企業にとって、価格転嫁の協議を円滑化する支援のために、
自動車部品製造に係る原材料やエネルギー、物流などの市況の推移を整理、状況を伝え、
サプライチェーン全体での適切な分配を推進する。

【狙い】

2．「原材料・エネルギー等の価格転嫁促進ツール」の作成
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３．「原材料・エネルギー等の価格転嫁促進
ツール」の取り扱い
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【コスト指標のHPでの公開】 （部工会一般HPに公開済）
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【コスト指標のHPでの公開】 （部工会一般HPに公開済） 再掲
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